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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 20 14 70.0% 令和３年度 1 1 100.0%

令和４年度 20 12 60.0% 令和４年度 1 1 100.0%

令和５年度 20 － － 令和５年度 1 － －

 １ 事業名 麻布地区みんなでまちをよくする「ミナヨク」  １０ 事業費の状況

100.0%

執行率

8,000 7,997

0 7,997

－ － －
地域に愛着を持って地域活動を行う「地域サポーター」として活躍できる人財を発掘・育成し、新し
い地域のつながりを構築していくことを目的とした事業です。麻布地区の地域活動に興味がある在住
等を対象に、体験学習や企画案作りなど、全７日間のプログラムを実施します。修了後は、企画した
地域活動が実現できる、場所の提供や情報配信等支援しています。

令和３年度

 ５ 事業説明文 令和４年度 7,997 0

0

国庫支出金 都支出金

麻布地区総合支所　　 協働推進課

7,997

補正予算 予算現額 決算額

8,000 0 0

0

 ６ 背景、経緯

令和５年度 7,497 －

年度 一般財源割合 一般財源

財源内訳（当初予算）

－

その他

令和３年度 100.0% 8,000

令和４年度 100.0% 7,997 0 0

0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

これまでは本講座の講師については、委託事業者が行ってきましたが、修了生の活動場所の確保や終了生との
交流を図る観点から、令和６年度以降、講座の一部を令和４年度までの修了生が担うプログラムを構築するこ
ととします。これにより、経費削減につながるため、本事業は「適正化」とします。

 ８ 事業実績・指標

地域コミュニティの核である町会・自治会及び商店街等では、高齢化や若い世代の人材不足により、
お祭りなど地域活性化を目的としたイベント等の地域活動を継続的に実施することが困難となってき
ています。こうした中、地域協働をリードし、率先して地域活動を実施していく若い地域の担い手を
育成していくことが求められています。
こうしたことから、新たな地域活動の担い手不足を解消するため、平成27年４月に事業を開始しまし
た。

令和５年度 100.0% 7,497 0 0

0 0

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

講座の一部について修了生が担うプログラムとすることで修了生の活動場所の確保や修了生との交流を図ら
れ、また、経費の削減にもつながることから、「適正化」と評価します。

港区基本計画麻布地区版計画書

 ９ 個別計画・関連する法令等

指標２
修了生同士の交流

麻布地区を「みんな」で「よく」するコミュニティデザイン活動「ミナヨク」を実施しています。
「ミナヨク」では、「麻布をもっと知りたい」「こうすれば、もっと麻布をよくできるかも？」など
の同じ想いをもつ仲間と、五感を使って「麻布」のまちを学び知り、自由にアイデアを出し合い、
「想像をかたちにするチカラ」を身につけるプログラムを実施しています。
　　講座回数
　　　講座　３時間程度×７回程度　（講師　外部講師、ゲスト含む）
　　　　うち　体験学習として、他自治体の地域活動を視察
プログラム修了後は、企画アイディアが実現できるよう、協働推進課において、活動場所の提供や情
報配信等の支援しています。

指標１
ミナヨク参加数

 ３ 政策名 （９）参画と協働により地域を支える多様なコミュニティをつくる

 ４ 施策名 ②コミュニティ活動を担う人材と組織への支援 100.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ３地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 1 1 100.0% 令和３年度 160 144 90.0%

令和４年度 1 1 100.0% 令和４年度 160 131 81.9%

令和５年度 1 － － 令和５年度 160 － －

 ３ 政策名 （10）豊かな国際性を生かした多文化共生社会をつくる

 ４ 施策名 ①外国人の安心・安全の確保に向けた多言語による効果的な情報発信 88.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ３地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
港区国際防災ボランティア研修受講者数

（１）港区国際防災ボランティアの育成研修
・対象者：希望者（国籍・住所不問）
・実施時期：通年（研修回数５回程度）
・実施方法：対面(講座によってはオンライン開催)
（２）みなと防災フェスタ（外国人の方へホームページで防災啓発）
・対象者：区内在住、在勤、在学の外国人
・外国人の方へホームページで防災啓発
・実施方法：オンライン

指標１
みなと防災フェスタ開催回数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

「みなと防災フェスタ」については、各地区総合支所が実施している総合防災訓練などの事業において、会場
内やチラシ等の多言語化が進められるなど、外国人の参加促進や防災意識の向上につながる取組が行われてい
ることを踏まえ、所期の目的を達成したことから、廃止は妥当であり、「適正化」と評価します。

港区国際防災ボランティアに関する要綱、港区国際防災ボランティア登録等取扱要領

 ９ 個別計画・関連する法令等

0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

みなと防災フェスタについては、外国人の防災意識の向上や各地区総合防災訓練への参加促進のため、令和元
年度までは対面、令和３年度以降は新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえオンラインで実施してきまし
た。（令和２年度は中止）
この間、各地区総合防災訓練では、通訳による訓練会場内での多言語対応、各課が企画する防災イベントでは
チラシなどの多言語化など外国人の参加促進につながる取組が進められており、各所管で、外国人への防災意
識の向上や各地区総合防災訓練への参加促進の取組が進められているため、みなと防災フェスタについては廃
止することから適正化と評価します。
一方で、外国人への防災に関する基礎知識習得は引き続き必要であることから、外国人向けに防災基礎知識向
上のため、区ホームページやミナト・インフォメーション・ボード（Facebook）等のSNSを活用し、日頃から防
災知識が身に付く情報を発信していきます。またタイムリーな防災啓発の情報を発信するほか、各地区総合防
災訓練などの期間には、これらのSNSまたはウェブサイト上に防災ウィークを設けるなどして、引き続き、外国
人の防災意識に関する啓発を行っていきます。 ８ 事業実績・指標

（１）港区国際防災ボランティアの育成
平成27年度に災害時、外国人に正確な情報を提供するとともに、意思疎通がスムーズに行えるよう、
港区国際防災ボランティアの募集を開始しました。
（２）みなと防災フェスタ
平成29年度に港区に在住・在勤・在学する外国人が、防災意識を高める機会を創り出すことにより、
災害や防災に関する基礎知識を習得したうえで、各地区総合防災訓練への参加を促すために開始しま
した。

令和５年度 100.0% 4,189 0 0

0 0

令和４年度 100.0% 3,893 0 0

－

0

 ６ 背景、経緯

令和５年度 4,189 －

年度 一般財源割合 一般財源

財源内訳（当初予算）

－

その他

令和３年度 100.0%

産業・地域振興支援部　 地域振興課

3,719

補正予算 予算現額 決算額

5,311 61 0

3,893 22

0

国庫支出金 都支出金

－

5,311

－
外国人が防災に関する基礎知識を習得し、災害への備え行うために、区ホームページにて「みなと防
災フェスタ」を開催するとともに、各地区総合防災訓練への参加を促します。また、災害時の支援と
して、多言語でコミュニケーションの補助を行う港区国際防災ボランティアを育成し、正確な情報を
提供するなど言葉の障壁や生活習慣の違いからくる不安を軽減します。

令和３年度

 １ 事業名 外国人のための防災対策  １０ 事業費の状況

96.1%

執行率

5,372 4,728

0 3,871 ５ 事業説明文 令和４年度
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 － － － 令和３年度 181 120 66.3%

令和４年度 70 77 110% 令和４年度 120 132 110.0%

令和５年度 － － － 令和５年度 150 － －

外国人への情報提供事業  １０ 事業費の状況

産業・地域振興支援部　 国際化・文化芸術担当所管課

区に転入した外国人に、ごみの出し方や手続き方法など港区で生活する上で必要な情報等を周知する
ため、多言語で紹介した刊行物をパッケージ化し配布するとともに、適宜、フェイスブック等で多言
語の情報配信を行います。

令和３年度 2,650 0 0

 ５ 事業説明文 令和４年度 2,015 0 1,508 74.8%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

2,650 1,608

0 2,015

－ － －

生活情報や、区が主催する事業、イベント等の、区で生活するうえで利便性の高い情報を多言語で提
供するため平成22年度に事業を開始しました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 1,790 － －

その他

令和３年度 100.0% 2,650 0 0 0

令和４年度 100.0% 2,015 0 0 0

令和５年度 100.0% 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

「港区国際化に関する実態調査」では、日頃の情報の入手先として約半数の方が「ウェブサイト」と回答して
いる一方で、外国人対象ウェルカム・パッケージについては、現状、紙媒体での配布のみとなっています。こ
のため、紙媒体で配布している情報を区ホームページにまとめて掲載し、当該ページのQRコードを記載した
カードタイプのウェルカムパッケージを作成して配布することに変更し、より効果的に区の情報を発信しま
す。変更に伴い、パッケージに使用するバックや刊行物等の製作費を削減することから「適正化」と評価しま
す。
なお、デジタルディバイドの方等に配慮するため、希望する方には既存のパッケージを配布します。

 ８ 事業実績・指標

1,790 0 0

指標２
Facebookのフォロワー増加数（人）

◆外国人対象ウェルカム・パッケージ
　各総合支所窓口で転入手続を行う外国人に対して、区の行政情報の多言語刊行物をまとめてパッ
ケージにし配布します。
◆多言語情報コーナー
　区が発行する多言語刊行物を閲覧し、入手できる情報コーナーを、区役所１階及び３階国際化推進
係窓口前に設置します。
◆ミナト・インフォメーション・ボード（Facebook）
　行政情報やイベント情報等を随時、「やさしい日本語」及び英語、中国語、ハングルで配信すると
ともに、イベント開催時にリアルタイムで配信を行います。

指標１
情報発信の満足度（実態調査によるデータ）（％）  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

転入外国人に配布しているウェルカム・パッケージについて、紙媒体の配布から、必要な情報を区ホームペー
ジにまとめて掲載し、当該ページのＱＲコードを記載したカードの配布をメインとする配布方法に変更するこ
とで、より効果的に区の情報を発信できるとともに経費の削減につながることから、「適正化」と評価しま
す。

港区国際化推進プラン

 ９ 個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （10）豊かな国際性を生かした多文化共生社会をつくる

 ４ 施策名 ①外国人の安全・安心の確保に向けた多言語による効果的な情報発信 60.7%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ３地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート

 １ 事業名
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 9,300 14,855 159.7% 令和３年度 3,000 3,277 109.2%

令和４年度 9,300 11,676 125.5% 令和４年度 1,150 1,981 172.3%

令和５年度 9,300 － － 令和５年度 900 － －

 ３ 政策名 （11）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ③経営基盤強化に向けた総合的な支援 77.4%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ４港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが５類に移行し、社会経済状況がコロナ禍以前に戻ってい
くことが見込まれる中、現在の申請件数も減少傾向にあることを踏まえ、コロナ禍における緊急的な資金繰り
支援策として開始した無利子の特別融資あっせんを終了することは妥当であり、「適正化」と評価します。

第４次港区産業振興プラン

 ９ 個別計画・関連する法令等

指標２
融資実行金額（コロナ特別融資/千円）

事業経営上必要な資金について、低利で融資が受けられるよう区が金融機関にあっせんをし、四半期
ごとに利子補給金を各金融機関に支出することで利子の一部を負担しています。
また、融資あっせん制度を利用して東京信用保証協会の保証付き融資を受けた事業者に対して、事業
者が支払った信用保証料の一部を補助しています。
コロナ特別融資あっせんについては500万円をあっせん上限額とし、利子と信用保証料全額を区が負担
します。据置期間（１年）含め、貸付期間は７年以内に設定しています。

指標１
融資実行金額（全体/千円）

427,478

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

申請件数が減少傾向になるとともに、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが５類相当に移行し
たことを踏まえ、今後、社会経済状況がコロナ禍以前に戻っていくことが見込まれることから、コロナ禍にお
ける緊急的な資金繰り支援策として開始した無利子の特別融資あっせんを終了（令和５年７月終了済）するた
め、本事業は「適正化」と評価します。

 ８ 事業実績・指標

972,299 0 0

その他

令和３年度 10.7% 341,098 2,439,991 0 410,777

令和４年度 76.1% 1,306,873 0 0 410,597

令和５年度 69.5%

－ － －

区は、区内中小企業の安定した経営を実現するため、各種制度融資を通じ、低利で融資が受けられる
よう金融機関にあっせんを行っています。
令和２年３月４日から新型コロナウイルス感染症の影響で急速に売り上げが減少していた区内中小企
業者の資金繰りを支援するため、国、東京都に先駆け、区独自の特別融資あっせんを開始しました。
開始当初は受付期間を同年５月２９日までとしていたところですが、コロナの影響の長期化や物価高
騰等による区内中小企業の景況などを踏まえ受付期間を段階的に延長してきました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 1,399,777 － －

1,504,240 96.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

2,193,944 1,698,829

-164,776 1,565,324

区内中小企業が低利で融資を受けられるよう区が利子の一部を負担することにより、経営の安定、改
善を図ります。

令和３年度 3,191,866 -21,500 -976,422

 ５ 事業説明文 令和４年度 1,717,470 12,630

 １ 事業名 融資事業  １０ 事業費の状況

産業・地域振興支援部　 産業振興課所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 4 4 100.0% 令和３年度 － － －

令和４年度 4 4 100.0% 令和４年度 － － －

令和５年度 4 － － 令和５年度 － － －

 １ 事業名 中小企業景況調査  １０ 事業費の状況

産業・地域振興支援部　 産業振興課

区内中小企業の業況等を把握し、中小企業振興施策の参考にするとともに、産業振興センターHPへの
掲載を通じて区内中小企業等へ情報提供します。

令和３年度 5,360 0 0

 ５ 事業説明文 令和４年度 5,445 0 5,393 99.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

5,360 5,360

0 5,445

－ － －

　平成20年９月に発生したリーマン・ショックを契機として、平成21年から四半期ごとに、区内中小
企業の景気動向を把握するため調査を開始しました。
　平成30年度の事務事業評価において、調査項目によって変動が見られなかったり、期によって似た
ような傾向が見られるなどを理由に改善の評価を受け、令和元年度から調査票を工夫し、年２回の実
施に変更しました。
　その後、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を鑑み、令和３年度以降、臨時的な措置として
年４回の実施に変更しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 5,549 － －

その他

令和３年度 100.0% 5,360 0 0 0

令和４年度 100.0% 5,445 0 0 0

令和５年度 100.0% 5,549 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う区内中小企業への影響を詳細に把握し、支援策の検討に生かすた
め、年２回を年４回と実施回数を臨時に変更し、調査を実施しましたが、新型コロナウイルス感染症の感染症
法上の位置づけが５類に移行し、緊急事態宣言発出時のような大きな社会情勢の変化に伴う景気変動が見込ま
れないことから、コロナ禍前の年２回の実施形式に戻します。
そのため、本事業を「適正化」と評価します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが５類に移行し、緊急事態宣言発出時のような大きな社会
情勢の変化に伴う景気変動が見込まれないことから、臨時的に年４回実施していた調査をコロナ禍前の年２回
の実施形式に戻すことは妥当であり、「適正化」と評価します。

第四次港区産業振興プラン

 ９ 個別計画・関連する法令等

指標２
－

区内中小企業を対象に、業況等に係る調査を年４回実施し、調査結果を区の施策の検討に活用すると
ともに、産業振興センターHP上に掲載します。

指標１
調査回数

 ３ 政策名 （11）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ②経営基盤強化に向けた総合的な支援 100.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ４港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 － － － 令和３年度 － － －

令和４年度 － － － 令和４年度 － － －

令和５年度 1,500 － － 令和５年度 － － －

 １ 事業名 港区にゆかりのある歴史上の人物を活用した観光振興事業  １０ 事業費の状況

産業・地域振興支援部　 観光政策担当

　観光客をはじめとした来街者の周遊を促し、区内の歴史的観光資源の周知や区内産業の活性化を図
るため、区にゆかりのある歴史上の人物にちなんだ取組を実施します。

令和３年度 － － －

 ５ 事業説明文 令和４年度 － － － －

補正予算 予算現額 決算額 執行率

－ －

－ －

－ － －

　令和５年が、徳川家康が主役となるNHK大河ドラマの放送や、勝海舟の生誕200年を迎える節目の年
であることにちなみ、歴史上の人物にゆかりのある区内のスポットを訪れる観光客が増加することが
予想されたため、区内の歴史的観光資源を広く周知し、観光客の誘致・区内周遊につなげる取組とし
て本事業を開始しました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 7,097 － －

その他

令和３年度 － － － － －

令和４年度 － － － － －

令和５年度 98.6% 6,997 0 0 100

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

　徳川家康及び勝海舟に焦点を当てた事業は、観光冊子へのキャラクターの活用や関連する観光スポットのま
ち歩きツアーの実施など継続可能な一部の事業を除き、令和５年度をもって終了することから、本事業は適正
化と評価します。
　なお、本事業は近隣観光（マイクロツーリズム）を促進する臨時事業として位置づけ、区内の歴史的観光資
源を広く周知し、観光客の誘致・区内周遊につなげる取組として、令和６年度も別の取組を実施する予定で
す。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

今回作成したコンテンツ等を観光冊子やまち歩きツアーなど既存の取組において活用することで、引き続き、
区内周遊を促進する効果が期待できることから、徳川家康及び勝海舟に焦点を当てた取組を終了することは妥
当であり、「適正化」と評価します。

港区観光振興ビジョン

 ９ 個別計画・関連する法令等

指標２
－

①PRキャラクター制作・情報発信
・戸板女子短大の協力によりPRキャラクターを制作（服飾芸術科の授業に導入）
・PRキャラクターをアイコンとした観光情報発信・周知
②徳川家康と勝海舟ゆかりの地を巡るデジタルクイズラリー（７/15（土）～10/１（日）実施）
・参加者がクイズ出題スポットに設置された二次元コードをスマートフォン等で読み取ると、それぞ
れのスポットにまつわるクイズが出題され、正解するとデジタルスタンプを獲得できます。参加者
は、クイズの正解数（スタンプの獲得数）に応じたランクの景品と交換できます。
※台東区・墨田区・大田区との連携事業として実施

指標１
デジタルクイズラリー参加者数

 ３ 政策名 （13）港区ならではの魅力を生かした都市観光を展開する

 ４ 施策名 ２観光客の視点に立った効果的な情報発信 －

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ４港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 89,440 64,068 71.6% 令和３年度 － － －

令和４年度 89,440 54,932 61.4% 令和４年度 － － －

令和５年度 89,440 － － 令和５年度 － － －

 １ 事業名 高齢者在宅サービスセンター維持管理  １０ 事業費の状況

保健福祉支援部 高齢者支援課

　在宅で日常生活に支障のある人を対象に高齢者在宅サービスセンターにおいてデイサービスを提供し
ます。宿泊デイサービスの実施により、介護者の負担軽減及び利用者の在宅生活の維持継続を図りま
す。利用者に安心できる環境を提供するため、施設運営に支障が無いように修繕を行います。

令和３年度 255,056 -7,246 -6,100

 ５ 事業説明文 令和４年度 430,513 29,881 416,633 87.2%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

241,710 230,875

17,386 477,780

－ － －

　昭和63年に開設した高齢者在宅サービスセンターの維持管理を行います。
　高齢者会食サービス事業については、平成18年４月から、ひとり暮らし高齢者の健康面の支援及び地
域社会との交流を目的に、週一回、各いきいきプラザや台場在宅サービスセンター等で実施しています
が、新型コロナウイルス感染症の影響で、令和２年４月以降、事業を休止しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 739,011 － －

その他

令和３年度 96.0% 244,976 0 0 10,080

令和４年度 97.4% 419,278 0 1,155 10,080

令和５年度 98.6% 728,931 0 0 10,080

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

　高齢者会食サービス事業は事業開始から15年以上が経過しており、その間、平成26年度に介護予防総合セン
ターが開設し、介護予防事業や食事・栄養改善の講座等が多数実施されています。いきいきプラザにおいて
も、参加者同士の交流や地域間、世代間の交流事業が多数行われており、利用者数も増加しています。
　また、高齢者の自宅に食事を届ける配食サービスの利用者は、会食サービス開始当初の平成18年度は、利用
者472人、延べ食数73,745食だったのに対し、令和４年度は利用者1,185人、延べ食数282,324食となり、多く
の高齢者に栄養バランスのとれた食事を届け、高齢者の健康面を支援しています。
　さらに、令和５年度からはフレイル予防として高齢者の低栄養の対策等も新たに実施しています。
　以上のように、本事業の目的である高齢者の「健康面の支援」と「地域社会との交流」については、本事業
以降に開始した多くの代替事業等の実施、定着化により、一層の推進が図られていることから、本事業のうち
高齢者会食サービス事業は廃止します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

台場高齢者在宅サービスセンター等で実施している高齢者会食サービス事業については、一定の効果を果たし
たといえるとともに、代替事業等も充実していることを踏まえて廃止は妥当であり、「適正化」と評価しま
す。

老人福祉法 介護保険法 港区立高齢者在宅サービスセンター条例 港区介護予防・日常生活支援総合事
業実施要綱 港区高齢者会食サービス事業実施要綱

 ９ 個別計画・関連する法令等

指標２
―

　介護保険法の要介護認定で要介護１～５と認定された人に、入浴、食事の提供、生活等に関する相談
及び助言、その他の日常生活のお世話を行います。
　介護保険法の要介護認定で要支援１・２と認定された人及び基本チェックリストによる総合事業対象
者に、日常生活の支援などを行う共通サービスと、その人の目標に合わせた選択的サービス（運動器の
機能向上、栄養改善、口腔機能の向上、レクリエーションなど）を行います。
　利用者に安心できる環境を提供するため、施設運営に支障が無いように修繕を行います。
　なお、高齢者会食サービス事業は、各地区総合支所管理課の各地区（芝・麻布・赤坂・高輪）いきい
きプラザ、港南いきいきプラザ、芝浦アイランド児童高齢者交流プラザ及び高齢者支援課の台場高齢者
在宅サービスセンターにおいて実施しており、高齢者支援課が取りまとめています。

指標１
通所介護事業延利用者数

 ３ 政策名 （19）高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ③日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実 95.5%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ６生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 20 2 10.0% 令和２・３年度 5,176 － －

令和４年度 20 1 5.0% 令和４年度 1,200 347 29.0%

令和５年度 20 － － 令和５年度 486 － －

 ３ 政策名 （21）区民が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する

 ４ 施策名 ④健康づくりの積極的支援 88.7%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ６生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
未掲示施設に対する再巡回での改善施設数（芝地区）

　法等に定める飲食店等の受動喫煙防止対策を啓発するため、令和２年度以降、事業所への事業周知
チラシの送付、電話でのフォロー、標識掲示状況の確認や巡回による普及啓発、相談窓口の設置等き
め細かに支援しています。
　また、自主的かつ積極的な受動喫煙防止対策により喫煙専用室、加熱式たばこ専用喫煙室、喫煙可
能室又は喫煙目的室を設置し、適法に運営している飲食店について対外的に公表する「みなと受動喫
煙防止対策店認定事業」を実施し、認定店舗には、認定ステッカーを交付し、施設管理者が希望する
場合は、名称等をホームページで公表しています。

指標１
みなと受動喫煙防止対策店認定数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

改正健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例の施行から一定期間が経過し、概ね制度が定着してきていると認
められるため、「みなと受動喫煙防止対策店」は所期の目的を達成したものとして廃止することは妥当であ
り、「適正化」と評価します。

みなと受動喫煙防止対策店認定事業実施要綱（令和２年10月制定）

 ９ 個別計画・関連する法令等

0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

　これまで区は、飲食店の受動喫煙対策を推進するため、令和２年度から区独自に「みなと受動喫煙防止対策
店」を認定してきました。健康増進法等が施行されてから３年余りが経過し、飲食店の義務である標識掲示を
はじめ、着実に制度が定着してきていることから、「みなと受動喫煙防止対策店」の認定は、当初期待した効
果を達成したと考えられることから廃止するため、本事業を「適正化」と評価します。
　一方、飲食店等の受動喫煙に関する苦情を踏まえ区が複数回指導しても改善に至らない飲食店等が一定程度
存在しており、今後は、新たな課題である繰り返し啓発しても改善されない飲食店等に対応する指導を強化し
ていきます。

 ８ 事業実績・指標

　令和２年４月１日に健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例（以下「法等」という。）が全面施行
され、事業所や飲食店等の屋内は原則として禁煙、一定の法の要件を満たす場合に限り喫煙させるこ
とができるようになったことを受け、本事業が開始されました。
　港区には23区最多の飲食店が所在し、法等における規制は制度が難解であったことから、区は、飲
食店等が法等を理解し順守することができるようこれまで多くの支援策を講じてきました。

令和５年度 61.9% 8,928 500 5,000

12,932 0

令和４年度 63.5% 8,708 0 5,000 0

 ６ 背景、経緯

令和５年度 14,428 －

年度 一般財源割合 一般財源

財源内訳（当初予算）

－

その他

令和３年度 38.2% 7,992 0

国庫支出金 都支出金

みなと保健所 健康推進課

12,846

補正予算 予算現額 決算額

20,924 -1,166 0

 ５ 事業説明文 令和４年度 13,708 -42

 １ 事業名 受動喫煙防止対策推進事業  １０ 事業費の状況

94.0%

執行率

19,758 17,534

0 13,666

－ － －
　健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例に基づき区内の事業所、飲食店等（以下「飲食店等」とい
う。）が実施する受動喫煙防止対策を支援し、望まない受動喫煙を防止する環境を整備します。

令和３年度



NO 153

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 14 14 100.0% 令和３年度 4 4 100.0%

令和４年度 19 19 100.0% 令和４年度 9 9 100.0%

令和５年度 15 － － 令和５年度 15 － －

 １ 事業名 マンション管理・建替支援  １０ 事業費の状況

96.8%

執行率

19,377 16,969

-18,995 12,973

－ － －マンションの管理・修繕等に係るセミナーやすまいの専門相談等を実施するととともに、マンション
管理に関する支援やアドバイザーの派遣、分譲マンション共用部分リフォーム融資の債務保証料等の
助成を行います。また、老朽マンションの建替え・改修事業に対して助成を実施します。

令和３年度

 ５ 事業説明文 令和４年度 31,968 0

0

国庫支出金 都支出金

街づくり支援部　 住宅課

12,554

補正予算 予算現額 決算額

16,294 3,083 0

29,559

 ６ 背景、経緯

令和５年度 16,808 －

年度 一般財源割合 一般財源

財源内訳（当初予算）

－

その他

令和３年度 0.1% 14

令和４年度 0.0% 0 0 2,409

6,967

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

これまで、すまいに関する専門相談や分譲マンションの管理・修繕等に関する支援事業の実施とあわせて、他
部署で支援している住まいに関する事業の内容も含めた総合的なガイドブックを作成し、窓口等の案内で活用
してきました。
近年、スマートフォンが普及しインターネットの利用が進むとともに、ペーパーレス化が進展していることを
踏まえ、紙媒体での窓口配布を取りやめます。
これにより、印刷経費が削減されるため、本事業を「適正化」と評価します。
引き続きデータを作成し区ホームページ上で広く周知するとともに、インターネットを使えない人に対しては
希望に応じて印刷するなど個別に対応していきます。

 ８ 事業実績・指標

区では、分譲・賃貸マンションを含む共同住宅に、区民の９割以上が居住しています。
今後、高経年マンションが急激に増加することが見込まれており、これらのマンションが適切な修繕
がなされないまま老朽化し、放置されると、居住環境の低下のみならず、外壁の剥落等による近隣住
民などの生命・身体への危害、周辺の住環境や都市環境の低下など、深刻な問題を引き起こす可能性
があります。
安全で住み続けられる街づくりの実現に向けて、マンションの管理や建替え及び耐震改修に対して必
要な支援を行うことにより、マンションの適正な管理、計画的な修繕を促進するとともに、建築物の
耐震化の促進を図ります。

令和５年度 0.0% 0 4,781 5,060

0 16,280

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

これまで紙媒体で配布してきたガイドブックについて、配布の現状や利用方法を踏まえ、印刷を廃止すること
は妥当であり、また、経費の削減につながることから、「適正化」と評価します。

マンションの管理の適正化の推進に関する法律・港区住宅基本計画・港区マンション管理適正化推進
計画・港区分譲マンション等管理支援要綱・港区分譲マンション等耐震化支援要綱

 ９ 個別計画・関連する法令等

指標２
アドバイザー派遣

【すまいの専門相談】住まいに関する税務・不動産・建築・マンション問題等専門的な無料相談窓口
を開設しています。
【分譲マンション等管理支援事業】マンションの適正な管理、計画的な修繕を促進するために、管理
組合などに対して、管理アドバイザーの無料派遣や劣化診断に要する費用の一部を助成しています。
【分譲マンション等耐震化支援事業】分譲マンション等の建替えや耐震改修にコンサルタントを無料
派遣するとともに、建替えや耐震改修を検討する際に、計画案等の作成に要する費用の一部を助成し
ます。

指標１
劣化診断費用助成

 ３ 政策名 （１）多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつくる

 ４ 施策名 ⑤快適な都心居住の実現 87.6%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 １都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 2,968 3,401 114.6% 令和３年度 322 322 100.0%

令和４年度 3,400 3,468 102.0% 令和４年度 322 324 100.6%

令和５年度 3,500 － － 令和５年度 324 － －

 １ 事業名 広報「みなと」  １０ 事業費の状況

企画経営部　区長室

区の施策や事業の紹介、催し物や募集記事の紹介を広報みなとの紙面と、港区ホームページ上で情報
提供します。また、港区ホームページを閲覧できない区民等に対し、緊急「広報みなと」かわら版を
発行することにより、災害時や緊急時における区の情報を、広く速やかに伝達します。

令和３年度 131,178 0 -3,179

 ５ 事業説明文 令和４年度 117,254 -107 100,060 90.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

127,999 121,849

-5,983 111,164

－ － －

昭和22年10月11日「港区政ニュース」という名で発行開始しました。
当時は「明るい港区を建設する為の一つの方法として」発行しており、区政の主な事柄や区議会に関
する情報を掲載していました。紙面の名称は「広報みなと」に変わり、掲載する情報も区政情報全般
となって、現在に至ります。
令和３年９月に実施した港区民の区政情報取得に関する動向調査結果によると、区政情報を取得する
媒体・手段については、「港区ホームページ」が63.8 ％と最も多く、次いで「広報みなと」が43.4
％となっています。また、年代が上がるにつれて「広報みなと」で取得する割合が高くなっており、
70 歳代以上の年代では最も多くなっています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 97,680 － －

その他

令和３年度 100.0% 131,178 0 0 0

令和４年度 100.0% 117,254 0 0 0

令和５年度 100.0% 97,680 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

令和３年９月に実施した港区民の区政情報取得に関する動向調査結果によると、高齢者など紙媒体の「広報み
なと」のニーズが一定程度ある一方、スマートフォンの普及に伴い、ホームページやLINE、Ｘなど、よりタイ
ムリーに情報を取得することができるツールを使う区民が増えていることが分かりました。この結果を踏まえ
て、「広報みなと」の掲載内容やページ構成、発行回数を見直ししています。
令和５年度からは紙面のリニューアルを行い、読みやすい紙面に刷新した他、対象や内容に応じて適切なツー
ルでの情報発信ができるよう「広報みなと」掲載ルールを明確に設け、区として幅広い世代に伝えるべき情報
や高齢者向けの情報を中心に、月３回（原則８頁）で発行しています。また、例年記事が少ない８月と１月は
試行的に月２回発行としています。
令和６年度は、令和５年度の取組を踏まえて、定期号を月２回発行とすることから、適正化と評価します。
今後も、紙媒体の特性を活かした情報発信に努め、紙媒体での発信が適さないタイムリーな情報はデジタル媒
体での発信を優先するなど、これまで以上に紙媒体とデジタル媒体を上手に活用しながら「伝わる広報」を実
現していきます。また、令和６年度から「広報みなと」「英字広報紙」「魅力ある区政情報の発信」を紙媒体
としての広報として1つの事業に統合します。引き続き、紙媒体によって情報を入手している区民ニーズに答え
る情報提供媒体の1つとして、より見やすく・わかりやすい紙面作りに努めていきます。 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

区民アンケート調査の結果等を踏まえ、区ホームページを情報発信と電子申請手続のプラットホームとしてリ
ニューアルを図るとともに、広報みなと等紙媒体による広報の目的や役割を整理する中で、広報みなとの発行
回数を月３回から月２回とすることは妥当であり、「適正化」と評価します。
今後、デジタルデバイド対策にも十分配慮しながら、区民が必要な情報を迅速に得るための発信やまちの魅力
を知るための発信など、区の広報戦略を再構築した上で、ＳＮＳや動画配信等、各種広報媒体の特長を捉えた
コンテンツの充実と区民にとって直感的に分かりやすく、伝わる広報の展開に取り組んでください。

特になし

 ９ 個別計画・関連する法令等

指標２
区有施設以外の配布箇所

対象者：区内在住・在勤・在学者、事業者、来街者　等
発行日：毎月１・11・21日（８月と１月のみ１・21日の２回発行）
　　　　４ページ・８ページ・12ページのいずれかで構成
　　　　令和４年度実績（４ページ：１回、８ページ：21回、10ページ：8回、12ページ：６回）
発行回数：定期号34回、特集号５回(予定)
１回あたりの発行部数：定期号75,000部、特集号161,000部
通常号内訳：折り込み55,250部、駅置き4,640部、区役所内部・他自治体・関連団体等11,610部、自宅
配送約3,500部
○緊急「広報みなと」かわら版２回（令和４年度発行実績)

指標１
自宅配送部数

 ３ 政策名 （24）先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ③多様な暮らしを支える区政情報の発信 95.2%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 18 18 100.0% 令和３年度 6 6 100.0%

令和４年度 18 18 100.0% 令和４年度 6 5 83.3%

令和５年度 18 － － 令和５年度 5 － －

 ３ 政策名 （24）先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ③多様な暮らしを支える区政情報の発信 85.6%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
希望者への配布人数（区民）

対象：１～４級の視覚障害者で、点字広報みなとの購読を希望する区民
発行回数：定期号34回（毎月３回（１・11・21日発行）、ただし８月と１月は２回（１・21日発
行））、特集号５回（令和５年度予定）
発行頁数：１号につき110～160ページ程度
利用者負担：なし

指標１
発行部数（区民＋区有施設）  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

区民アンケート調査の結果等を踏まえ、区ホームページを情報発信と電子申請手続のプラットホームとしてリ
ニューアルを図るとともに、広報みなと等紙媒体による広報の目的や役割を整理する中で、点字広報誌は、広
報みなとの見直しに合わせて、発行回数を月３回から月２回とすることは妥当であり、「適正化」と評価しま
す。
今後、広報みなとなどの見直しと同様に、デジタルデバイド対策に十分配慮しながら、視覚障害のある方に迅
速かつ正確に情報を届ける取組を進めてください。・障害者差別解消法　・港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に

関する条例

 ９ 個別計画・関連する法令等

1,948 5,839 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

点字広報紙を通して多くの区政情報を提供することにより、視覚障害のある区民の積極的な区政参画、社会参
加の一助にもつながると考えられます。
平成28年４月の障害者差別解消法の施行や、令和元年10月の港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意
思疎通手段の利用の促進に関する条例の制定に伴い、区は今後、一層、情報のバリアフリーを推進していくこ
とから、点字広報紙も活用し、引き続き視覚障害者に情報提供していきます。
来年度からは、「点字広報」と「声の広報」は対象者が同一のため、両事業を統合して事務の効率化を図ると
ともに、「広報みなと」月2回発行への移行と合わせて、「点字広報紙」及び「声の広報」の発行も「広報みな
と」と同様の見直しを行うため、「適正化」と評価します。
今後は、視覚障害のある方にも適時、的確に必要な情報を届けるため、区ホームページやＬＩＮＥなどのデジ
タル媒体の効果的な活用を検討し、これまで以上にきめ細やかな情報発信に努めます。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和３年度 21.9% 1,901 6,763 0 0

令和４年度 25.0% 2,096 6,289 0 0

令和５年度 25.0%

－ － －

視覚障害のある区民に多くの区政情報を提供し、区政への理解と積極的な社会参加を促進するため、
昭和56年から配布を開始しました。
平成27年度に閲覧場所を見直し、経費抑制を図りました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 7,787 － －

6,629 79.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

8,664 7,417

0 8,385

視覚障害のある区民に多くの区政情報を提供し、区政への理解と積極的な社会参加を促進するため、
「広報みなと」のほぼ全文（表など点字にすることができないもののみ除く）を点字にした「点字版
広報みなと」を発行し、希望する区民に郵送します。

令和３年度 8,664 0 0

 ５ 事業説明文 令和４年度 8,385 0

 １ 事業名 点字広報紙  １０ 事業費の状況

企画経営部　区長室
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 12 12 100.0% 令和３年度 4 4 100.0%

令和４年度 12 12 100.0% 令和４年度 8 8 100.0%

令和５年度 12 － － 令和５年度 8 － －

各映像媒体の強みを生かした内容の差別化及び配信先の選別を行うことが多くの方々に情報を効果的に届け
ることにつながる中で、広報番組については、視聴状況などを踏まえ、１本あたりの分数や本数等を見直す
ことは妥当であり、「適正化」と評価します。
なお、事業実施にあたっては、情報の優先順位やターゲット等を明確にし、絶えず効果検証を行った上で不
断の見直しを行ってください。

 ９ 個別計画・関連する法令等

特になし

指標１
広報番組制作本数

指標２
バス車内放送月数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

0 0

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容 　広報番組については、令和３年９月に実施した「港区民の区政情報取得に関する動向調査（以下「動向調
査」という。）」の結果を踏まえ、令和４年度から、ＳＮＳでも配信できる構成とする等の見直しを図って
いますが、制作期間は２か月程度要すなど、タイムリー性が求められるＳＮＳには根本的に不向きな点があ
り、映像広報戦略として抜本的な見直しが必要です。
　そうした状況を踏まえ、映像広報を俯瞰で捉え、令和６年度からは、内容に応じた適切な媒体で効果的な
情報発信を行うため、ＳＮＳなどに配信する映像は、ＳＮＳ情報発信事業において制作するＳＮＳ等に適し
た動画を中心とし、広報番組は、目的でもある区民参画を更に推進するため、「区民との協働」という観点
をより強く押し出して、ケーブルテレビや区民の目に留まりやすいバス車内放送で年間を通じて放送するな
ど、それぞれの動画の持つ役割を差別化したうえでターゲットを明確にした広報を行います。
今回の見直しを踏まえ、長尺が理由で放送できなかったバス車内放送で年間放送できるように「みなとNEWS
（５分）」と「こんにちは港区長です（10分）」の2つの広報番組を「みなとNEWS（５分）」に統合するた
め、適正化と評価します。
　また、ケーブルテレビでの多言語放送番組（英語吹替版）については、動向調査の結果から、ケーブルテ
レビでの視聴に対する外国人ニーズが低く（1.6％）、外国人にも幅広く利用されているYouTubeで広報番組
を視聴する際には、YouTubeの自動翻訳機能を通じて日本語字幕等の多言語対応が可能なため、令和5年度を
もって制作を終了します。

・広報番組の制作
【対　　象】区内在住・在勤・在学者、事業者、来街者等
【制作本数】12本（みなとNEWS(５分)：８本/年、こんにちは港区長です(20分)：４本/年)
　　　　　　※全編2カ国語[日本語・英語]、手話通訳挿入
【放送媒体】・ケーブルテレビ（ジェイコム東京港・新宿局）
　　　　　　・区有施設に設置しているデジタルサイネージ
　　　　　　・YouTube
　　　　　　・バス車内放送（ちぃばす34台、レインボーバス８台）
　　　　　　　※みなとNEWSを年間８か月間放映
　　　　　　※いずれも令和５年９月現在
【貸　　出】各総合支所、各図書館など区内11か所で実施

 ８ 事業実績・指標

　平成元年４月から、区民等へ区政情報を発信するために広報番組の制作を開始しました。番組内容
は、その時々の区民ニーズを反映させて制作しています。
　なお、放送料については、平成元年のジェイコム開局当時に、区とジェイコムは放送料を免除とす
る覚書を交わしているため、現在に至るまで、放送料は免除されて放送をしています。

令和５年度 100.0% 39,080 0

39,080 0 0 0

令和３年度 100.0% 53,207 0 0

－ － －

財源内訳（当初予算）

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

0

令和４年度 100.0%

　区が制作する広報番組をケーブルテレビで放送する他、インターネット、コミュニティバス等の車
内モニター、デジタルサイネージでも配信することにより、映像を通じて区政への興味・関心を喚起
し、区民参画を推進します。

令和５年度 39,080 － －

50,261 93.5%

 ５ 事業説明文 令和４年度 39,080 0 0 39,080 38,295 98.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ③多様な暮らしを支える区政情報の発信 令和３年度 53,207 524 0

 ３ 政策名 (24) 先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する 年度 当初予算額 流用

53,731

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

 １ 事業名 映像広報  １０ 事業費の状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課 企画経営部 区長室
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 30 2 6.0% 令和３年度 42 8 19.0%

令和４年度 30 2 6.0% 令和４年度 42 7 16.6%

令和５年度 30 － － 令和５年度 42 － －

 ３ 政策名 （４）自助・共助・公助により災害に強い都心づくりを進める

 ４ 施策名 ①地震などの自然災害の防災対策の充実 61.1%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 １都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
共同住宅への防災資器材助成（高層）（件）

（１）高層住宅への防災資器材の助成
（２）エレベーターチェアの助成
（３）共同住宅の防災対策推進業務
（４）エレベーター閉じ込め対応訓練
（５）災害食、備蓄食体験プログラム

指標１
共同住宅への防災資器材助成（中層）（件）  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

本事業のうち、関東大震災100年継承プロジェクトの一環で実施した災害食、備蓄食体験プログラムについて
は、今年度の実施をもって廃止することが妥当であり、「適正化」と評価します。

特になし

 ９ 個別計画・関連する法令等

77,447 0 0 100

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

本事業で実施している「災害食、備蓄食体験プログラム」については、関東大震災100年継承プロジェクトの一
環で実施した取組であることから、今年度限りで終了することから、適正化と評価します。
事業の成果物であるレシピ集については、次年度以降も区ホームページやSNSで掲載するほか、出前講座や区民
まつり等における防災展示の機会などで活用していきます。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和３年度 100.0% 17,551 0 0 0

令和４年度 100.0% 12,215 0 0 0

令和５年度 99.9%

－ － －

平成25年から、高層住宅の防災設備の充実を図るため、高層住宅居住者で結成された防災資器材の助
成をしています。平成29年度より各高層住宅の防災カルテを作成しているほか、高層住宅の管理者を
区職員等が直接訪問して、防災対策の助言・啓発を行っています。令和２年度からは、すべての共同
住宅を対象に事業を展開しています。
令和４年度からエレベーターチェアの配付とエレベーター閉じ込め対応訓練を行っており、令和５年
度は関東大震災100年事業として災害食体験プログラム事業を行います。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 77,547 － －

36,336 91.2%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

15,569 9,506

32,340 39,851

震災時における共同住宅居住者の安全を確保するため、共同住宅に対して支援をします。

令和３年度 17,551 -1,982 0

 ５ 事業説明文 令和４年度 12,215 -4,704

 １ 事業名 共同住宅の震災対策  １０ 事業費の状況

防災危機管理室 防災課
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 2 2 100.0% 令和３年度 90 83 92.2%

令和４年度 2 2 100.0% 令和４年度 90 89 98.9%

令和５年度 2 － － 令和５年度 90 － －

 １ 事業名 消防団支援  １０ 事業費の状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課 防災危機管理室　 防災課

 ２ 基本政策 １都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ④地域の防災力の向上 令和３年度 25,154 0 0

 ３ 政策名 （４）自助・共助・公助により災害に強い都心づくりを進める 年度 当初予算額 流用

25,154 19,734 78.5%

 ５ 事業説明文 令和４年度 22,484 0 0 22,484 19,448 86.5%

災害時に地域の防災リーダーとして初期消火や人命救助にあたる消防団の訓練や活動を支援しま
す。

令和５年度 39,964 － － － － －

財源内訳（当初予算）

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

38

令和４年度 99.7% 0 0 73

令和３年度 99.8% 25,116 0 0

0 73

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容

本事業のうち、消防団入団促進ＰＲ動画の作成・放映及びポータブル蓄電池とソーラーパネルの助成事業につ
いては、関東大震災100年継承プロジェクトの一環として実施した取組であり、それぞれ作業の完了をもって
廃止することから適正化と評価します。
なお、作成したＰＲ動画については、区ホームページやＳＮＳに掲載するほか、各支所で実施する防災展や港
区総合防災訓練（地域訓練）等で放映するなどして、今後も活用していきます。

・入団促進ＰＲ動画の作成（令和５年度限定）
・ポータブル蓄電池及びソーラーパネルの助成（令和５年度限定）
・港区内消防団ポンプ操法大会の実施
・港区内消防団親睦事業の実施
・消防団員の任免・表彰
・公務災害に備えた共済掛金の負担
・活動費、訓練出動手当、異常乾燥出動手当支給
・装備品の補助
・歳末警戒用燃料補助

 ８ 事業実績・指標

都内特別区の消防団に関する事務や設備資材の整備等は、消防組織法を根拠として東京消防庁が
行っていますが、区においても、地域の防災リーダーとして重要な役割を担っている消防団の活
動をより積極的に支援するため、消防団の要望も踏まえ、区独自に装備品の助成などを行ってい
ます。

令和５年度 99.8% 39,891 0

22,411

指標１
港区消防団運営委員会開催回数

指標２
港区消防団員充足率（%）  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

本事業のうち、関東大震災100年継承プロジェクトの一環で実施した消防団入団促進ＰＲ動画の作成・放映並
びにポータブル蓄電池及びソーラーパネルの助成事業については、今年度の実施、配備完了をもって終了する
ことが妥当であり、「適正化」と評価します。 ９ 個別計画・関連する法令等

港区補助金等交付規則、港区内消防団等補助金交付要綱
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 150 796 530.7% 令和３年度 150 167 111.3%

令和４年度 150 618 412.0% 令和４年度 150 130 86.7%

令和５年度 150 － － 令和５年度 150 － －

 ３ 政策名 （25）平和や人権、多様な価値観を尊重しながら、透明性が高く開かれた区政運営を推進する

 ４ 施策名 ②人権を尊重する社会の実現 75.3%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２

人権週間記念講演と映画のつどい参
加者数

①実施事業及び対象者
　「人権連続講座」「憲法・人権週間記念講演と映画のつどい」受講希望者
②実施時期及び回数
　「人権連続講座」９月から12月までに講座４回実施
　「憲法・人権週間記念講演と映画のつどい」憲法・人権週間にあわせた５月及び12月に各１回実施
③実施方法
　「人権連続講座」業務委託による実施
　「憲法・人権週間記念講演と映画のつどい」区が実施

指標１
憲法週間記念講演のつどい動画閲覧数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

世界人権宣言75周年事業を契機に４回としていた人権連続講座の実施回数を２回にすることについて、今年度
で周年事業は終了することから、回数を戻すことは妥当であり、「適正化」と評価します。

障害者差別解消法、ヘイトスピーチ解消法、部落差別解消推進法、アイヌ施策推進法

 ９ 個別計画・関連する法令等

6,808 0 1,617 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

　区では、これまで世界人権宣言の周年等の節目を好機と捉え、同和対策四区連絡会(港区、品川区、目黒区、
大田区)と連携しながら、効果的な人権啓発に取り組んできました。
　こうした中、令和５年度は、世界人権宣言75周年を迎えたことから、人権啓発の機運を高めるため、憲法週
間記念講演と映画のつどい、人権週間記念講演と映画のつどい、人権啓発パネル展、人権連続講座を「世界人
権宣言75周年記念」と位置付けて実施しています。また、同和対策四区連絡会にて、合同で75周年記念イラス
トマークを作成した上で、港区では、マークを使用した記念ノベルティ(不織布バッグと木材ノベルティ)を各
事業で配布し、啓発を図っています。75周年に当たっては、記念ノベルティの作成に加え、人権連続講座の実
施回数を倍増(２回→４回)させるなど拡充しましたが、令和６年度は世界人権宣言75周年事業が終了するた
め、人権連続講座の実施回数を２回に縮小(適正化)します。
　なお、令和10年度に迎える世界人権宣言80周年には、人権連続講座の実施回数の拡充等、人権啓発の気運を
高めるための事業を「世界人権宣言80周年」と位置付けて実施する予定です。
　周年事業開催年度に限らず、引き続き、講座や講演会の開催や、啓発冊子の配布のほか、SNSやホームページ
等を工夫しながら活用し、区民等への人権尊重意識の啓発・向上に努めてまいります。 ８ 事業実績・指標

その他

令和３年度 80.9% 4,333 0 1,026 0

令和４年度 78.2% 5,259 0 1,469 0

令和５年度 80.8%

－ － －

　全ての人が平等に大切にされる人権尊重社会の確立を目指し、人権尊重意識の啓発・向上に努めて
きましたが、いまだに年齢、性別、性的指向及び性自認、出身地、人種・民族、職業、障害の有無、
国籍等による差別が存在します。そのため、人権課題の解決に向けて、つどいや啓発事業を通じて
様々な人権問題に気づき、考える機会を提供するために事業を実施しています。
　平成28年度に、「障害者差別解消法」「ヘイトスピーチ解消法」「部落差別解消推進法」が施行さ
れ、令和元年度には、「アイヌ施策推進法」が施行され、これまで以上に差別の解消が求められてい
ます。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 8,425 － －

5,073 80.7%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

6,037 4,545

0 6,286

　人権啓発や各種事業を効果的に実施し、人権啓発の気運を高めるとともに人権意識の高揚を図りま
す。

令和３年度 5,359 678 0

 ５ 事業説明文 令和４年度 6,728 -442

 １ 事業名 人権尊重・啓発  １０ 事業費の状況

総務部 人権・男女平等参画担当
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 462 365 79.0% 令和３年度 1,562 1,039 66.5%

令和４年度 523 393 75.1% 令和４年度 1,074 1,048 97.6%

令和５年度 418 － － 令和５年度 1,130 － －

 ３ 政策名 （26）行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

 ４ 施策名 ③未来を切り拓く人材の育成と誰もが活躍する執行体制の整備 87.8%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
部門研修の受講者数

〈事業概要〉（１）区研修の実施、（２）人材育成の実施、（３）自己啓発への支援、
 (４) 各職場の状況に合わせた研修の実施・参加、(５) 「防災士」資格取得の推進、
（６）危機管理研修（危機管理士２級【社会リスクコース・自然災害コース】の養成講座受講及び資
格取得）
〈前年度の主な実績〉
　(１)職層研修:新任研修90人、主任研修54人、管理監督者研修244人、技能系研修5人
　(２)実務研修303人　(３)悉皆研修1,620人　(４)派遣研修7人　(５)自己啓発支援9人
 （６）部門研修実施回数：481回、参加人数：1,048人
 （７）防災士資格取得者数：332人

指標１
職層研修の受講者数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

関東大震災100年継承プロジェクトの一環で実施した危機管理研修については、今年度の実施をもって廃止する
ことは妥当であり、「適正化」と評価します。

地方公務員法 第３９条、港区人材育成方針、港区職員研修実施要綱　等

 ９ 個別計画・関連する法令等

26,561 0 0 1,797

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

  自然災害や社会リスク（感染症リスク等）の危機発生時には、組織においてリーダーとして迅速かつ的確に
行動できる人材が求められます。
　令和５年度に「関東大震災100年事業」の取組として、危機に対する知識とそこから生じる問題に対処する能
力を身につけるため、防災危機管理室及びみなと保健所の管理職が「危機管理研修（危機管理士２級の養成講
座受講及び資格取得）」を受講しました。
　令和６年度以降は、「関東大震災100年事業」の取組として実施した危機管理研修は終了することから適正化
と評価します。
　研修で得られた知識や知見等について所属職員へ展開し、危機発生時における組織としての自然災害や社会
リスクへの対応力を向上していきます。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和３年度 74.5% 13,286 0 0 4,552

令和４年度 99.6% 22,227 0 0 88

令和５年度 93.7%

－ － －

　基本計画に基づく諸施策の実現のためには、職員に求められる知識・能力の高度化を踏まえて、
「個」の力を最大限に生かして組織力を向上させることが必要です。「港区人材育成方針〔改定
版〕」においても、職員に対する人材育成事業を実施し、高い資質と意欲を持った職員を組織を挙げ
て育成することを目指しており、職員に求められる能力の向上には、各職場におけるOJTを通じた人材
育成を推進する必要があります。各部・課において業務上必要となる知識・技術を身に付けるため
に、各部・課が選択・企画して行う部門研修を実施しており、OJTの一つとして位置付けています。対
象者は全職員（会計年度任用職員を含む。）であり、外部研修機関の研修を受講する派遣研修や、各
部・課が主催し、関係部署の職員が受講する企画型の研修等があります。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 28,358 － －

20,493 91.8%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

17,838 15,665

0 22,315

　公務員意識の高揚と職務遂行上の必要な知識と能力の向上を目指すため、職員に対し人材育成を実
施します。また、業務上必要となる知識・技術の修得と、区民の安全・安心を確保する施策を推進す
るため、各職場の状況に合わせた部門研修の実施や資格取得を推進します。

令和３年度 17,838 0 0

 ５ 事業説明文 令和４年度 22,315 0

 １ 事業名 人材育成  １０ 事業費の状況

総務部　 人事課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 11 11 100.0% 令和３年度 8 7 87.5%

令和４年度 14 14 100.0% 令和４年度 13 12 92.3%

令和５年度 14 － － 令和５年度 13 － －

学びの未来応援学習講座については、希望する区立中学校在籍生徒全てを対象とした受験対策講座を実施予
定であることを踏まえ、終了することは妥当であり、「適正化」と評価します。
ただし、学びの未来応援学習講座の廃止にあたっては、経済的困窮世帯である対象者が学力向上事業の受験
対策講座においても不自由なく受講ができるよう十分な配慮を行ってください。また、経済的困窮世帯の生
徒を対象としている生活福祉調整課の学習支援事業とも密に連携を図ってください。

 ９ 個別計画・関連する法令等

・港区学校教育推進計画
・子どもの貧困対策の推進に関する法律

指標１

学習講座参加者のうち、
希望する進路に進学した割合

指標２
学習講座１３回以上出席参加者数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

2,361 0

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容 　経済的な状況により、学習面の支援が受けられない家庭の中学校３年生の生徒を対象に、区有施設を活用
して「学びの未来応援学習講座」を開催し、基礎的学力の定着を図ってきました。
　本事業については、指標のとおり進学についての支援はできていますが、事業開始当初から見て参加数が
落ち込んでいることや目的が異なるものの生活福祉調整課の「学習支援事業」と対象者が重複している等の
面で課題がありました。
　一方、令和４年11月から12月にかけて実施した「港区学校教育推進計画の改定に向けたアンケート」にお
いて、中学生保護者は区立中学校に対して、「受験対策」の充実を求めていることが分かり、令和５年６月
から７月にかけて区立中学校在籍生徒を対象とした「生徒の放課後の学習環境に関するアンケート」では、
放課後に学校で受験対策講座を受けたいという生徒が過半数を超えており、全ての学年においてニーズが高
いことが分かりました。
　上記のアンケート結果などを踏まえて、来年度以降は、全生徒を対象とした受験対策講座を実施すること
とし、当該受験対策講座において、「学びの未来応援学習講座」の対象となる生徒も受講可能となることか
ら、「学びの未来応援学習講座」を廃止します。なお、受験対策講座については、従来の数学及び英語に加
えて、国語、社会、理科についても講座開設を予定しており、受講環境の充実を図ります。
　なお、「学びの未来応援ケース会議」、「学びの未来応援家庭教育講座」については、継続して実施して
まいります。

・学びの未来応援講座
　【対　象】経済的な状況により、学習面の支援が受けられない家庭の中学校３年生の生徒
　【教　科】数学及び英語 ※国語・社会・理科については、自宅学習教材を配布
　【場　所】区有施設
　【回　数】年間19回実施
・学びの未来応援ケース会議
　学校で解決が図れない学力や家庭教育の面で支援を必要とする対象児童・生徒について、小児精神
科医、弁護士、スクールソーシャルワーカー、港区立子ども家庭総合支援センター相談支援担当など
で解決方法を探り、将来を見通して家庭教育の健全化を図ります。
・学びの未来応援家庭教育講座
　子育てや家庭学習定着等に関して、講座を通じて家庭教育の啓発を行うとともに保護者同士の交流
を図り、児童・生徒の養育環境の改善を図ります。

 ８ 事業実績・指標

　子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、貧困の状況にある子ど
もが健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を図るため、平成25年６月に「子
どもの貧困対策の推進に関する法律」が成立し、平成26年１月に施行されました。
　この国の動きを受け、教育委員会は検討委員会を立ち上げて事業概要を定め、平成29年度から本事
業を実施するに至りました。
　この後、令和元年６月に同法が改正され、子どもの「将来」だけではなく、「現在」の生活等に向
けても子どもの貧困対策を総合的に推進することなど、法律の目的・基本理念が充実されたほか、教
育の支援については、教育の機会均等が図られるべき趣旨が明確化されました。

令和５年度 39.1% 1,513 0

1,496 0 2,324 0

令和３年度 36.0% 1,855 0 3,294

－ － －

財源内訳（当初予算）

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

0

令和４年度 39.2%

　子どもたち一人ひとりが、家庭等の状況にかかわらず、夢と希望をもって成長していけるよう、経
済的困難を抱える家庭の生徒の進路選択、学力や家庭教育面、養育環境の課題を抱えた児童・生徒を
支援します。

令和５年度 3,874 － －

4,911 97.3%

 ５ 事業説明文 令和４年度 3,820 0 0 3,820 3,731 97.7%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ①「徳」「知」「体」の育成 令和３年度 5,149 -100 0

 ３ 政策名 （16）子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する 年度 当初予算額 流用

5,049

 ２ 基本政策 ５明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

 １ 事業名 学びの未来応援施策  １０ 事業費の状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局　学校教育部 教育指導担当
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和３年度 242 242 100.0% 令和３年度 － － －

令和４年度 244 244 100.0% 令和４年度 － － －

令和５年度 62 － － 令和５年度 － － －

 １ 事業名 教育センター維持管理  １０ 事業費の状況

学校教育部 教育指導担当

　教育センター庁舎の維持管理・運営業務を行う事業です。

令和３年度 58,806 0 -21,134

 ５ 事業説明文 令和４年度 37,773 0 37,416 98.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

37,672 36,394

406 38,179

－ － －

　区と国との共同でのＰＦＩ事業により、教育センター庁舎と気象庁本庁舎を旧鞆絵小学校跡地に合
築で整備し、令和２年４月に教育センターが旧三光小学校から移転しました。
　教育センター庁舎の維持管理・運営業務については、区がＳＰＣ（特別目的会社）事業者と委託契
約を締結することで実施しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和５年度 39,558 － －

その他

令和３年度 100.0% 58,806 0 0 0

令和４年度 100.0% 37,773 0 0 0

令和５年度 100.0% 39,558 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る一次評価（所管課の意見、見直しの背景、根拠データ等）

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

　教育センター庁舎について、来庁者にとって安全・安心な環境及び職員の適切な執務環境を維持していくた
め、本事業の継続は必要不可欠です。
　一方で、令和２年11月から新型コロナウイルス感染拡大対策として庁舎入口に配置した臨時警備について
は、令和５年５月８日に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが２類相当から５類感染症に移行
したことを踏まえ、気象庁との調整により、令和５年６月をもって廃止したことを受け、適正化と評価しま
す。
　新型コロナウイルス感染症を巡る現時点での社会情勢を踏まえると、令和６年度以降も当該臨時警備の配置
は不要であるため、通常時の維持管理・運営業務を実施していくこととします。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２適正化　　　３統合　　　４継続

新型コロナウイルス感染拡大対策として教育センター入口に配置した臨時警備については、新型コロナウイル
ス感染症の感染症法上の位置付けが５類に移行したことを踏まえ、廃止することは妥当であり、「適正化」と
評価します。

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（ＰＦＩ法）

 ９ 個別計画・関連する法令等

指標２
－

　教育センター庁舎の維持管理・運営については、ＳＰＣ事業者との契約により、日常・定期点検、
各設備の保守業務、清掃業務、廃棄物処理業務、修繕業務、警備業務、庁舎運用業務等を委託するこ
とで実施し、庁舎としての適切な機能及び運営を維持しています。
　また、令和２年１１月からは、気象庁との調整を踏まえ、当契約を変更し、新型コロナウイルス感
染拡大対策として、来庁者の検温等を実施する臨時警備を庁舎入口に配置しました。

指標１
臨時警備の日数

 ３ 政策名 （16）子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

 ４ 施策名 ⑤安全・安心で魅力ある教育環境の整備 96.6%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ５明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

令和５年度事務事業評価Ａシート 所管課


